


























































































































































































































































































































































































は，契約法 52 条 1 項 3 号にもとづき，Y1Y2 が
2001 年 6月 7日に締結した離婚協議中の，南通














































































































































































































































































































































































































































































































元を借金していたY1 が Y ₆と株式譲渡契約を結
び，Y1 の所有するY3 の 74.4％の株式，Y4 の 95
％の株式，Y5 の 95％の株式をY ₆に譲渡し，こ
れに対して，Y ₆は Y3 の株式購入の対価として

















Y6 はその取得したY3 の 74.4％の株式をY1 に，
他方，Y1 はその取得したAの 98.5％の株式をY6
に返還しなければならない。もし双方が相互に返
還できない場合は，Y6 は 13000 万元のうち





















履行を命ずる 2009 年 3月 24 日の判決→②Xに
よる 2009 年 7月 8日の甲法院への執行申請と執
行延期申請→③甲法院による執行中止裁定書→④
普駝区（以下乙）法院への訴えの提起と，2010





































2010 年 9月 16日第 7版所載），「鄧暁克案（2008）
成民終字第 1129 号」，「黄耀宇案（2014）徳民初




























X ₁とX2 はもと夫妻で，2000 年 5月 29日に離
婚したとき，共同所有の205室を分割しなかった。
2005 年 5月 25日，妻であったX2 はYと再婚し，
契約を締結し，205 室を Y の所有とする約定を
取り交わし，2005 年 6月 3日，当該家屋の名義
変更の登記を済ませた。その後，2010 年 11 月
18 日，X ₁は，X2 と Yの間の贈与契約無効確認
の訴えを起こし，勝訴した。Yはその判決に署名
したにもかかわらず，同年 11 月 29 日，当該家
屋を抵当にA（銀行）との間で金銭消費貸借契




















X ₁ X2 の，YとAとの抵当契約取消しの請求は
中国の債権者取消権訴訟における詐害行為の諸類型14
証拠不十分で，本院は支持しない。Yの行った不





























































































































































































































































て有するその債権（その額は 260,000 元＋ 37,050












は A に対して有する 377,000 元の債権と利息損
失（賠償請求権―小口）をY2 に譲渡し，この債







なかった事例である。Y1 に対するXの 150 万元
の金銭債権の期日到来後，Y1 はAに対して有す








































































































































する中で，Y1 名義の某地の家屋 401 室および自
動車は差し押さえられていて，Y1 とY2 が共同所





Y1 は Y3 に借用書を提出し，その借用書には，本
人（＝Y1）は…Y3 から 350 万元を借金し，…利
息額110万元を未払であることが記されていた。









上記契約の翌日の 2008 年 11 月 7日，Y1Y2 は
売主として，買主Y3Y4 と家屋譲渡契約（以下β









「本件の争点は，Y1Y2 が…102 室を Y3Y4 に譲
渡した行為が無償譲渡行為であったかどうかとい
うことにある。Y2Y3Y4 が提供した証拠…によれ









された 1平方メートル当たり 16,681 元の単価も
不合理な点はない。④ 4 被告が締結した（2008













らみて，⑥α契約は 2008 年 11 月 6 日に，β契
















































場合―小口），「Y1Y2 は Y3Y4 とβ契約を締結し，
⑧売主のY1Y2 は 102 室を 165 万元で買主に譲渡
することを約定した。契約締結後，双方は当該家
屋の名義移転手続を済ませた。しかるに，Y1 と
X は 2008 年 5 月 25 日に当該家屋不動産抵当付
き契約を締結し，Y1 はその所有する 102 室を抵
当物とし，その抵当家屋の財産価値を 300万元と
することを約定した。他方，⑨ 2008 年 11 月，
























































































促を行い，① Y2 と Y1 との，物（＝甲ビル）を

































［以物抵債］契約ではない（しかしY1 と Y2 の売
買契約はY1 が完全に所有権を放棄してしまう所
謂「絶売」ではない―小口）。我々が 2800 万元
















































































ている。Y は店舗を処分して A に譲渡した。Y
とAとの間での店舗譲渡行為は明確である。Y
とAは父子の関係にあり，Aの年令などを考慮



































署名日時は 2007 年 12 月 22 日となっていた。こ
の 45 万元の由来は，Y が A，B から 2005 年 4












この 62万元の譲渡額は市場評価額の 113.6 万元
と比べて明らかに不合理な低価額に相当するとし

































































































































































































































































































（39）結局，1 審の④の，「4 被告が締結した（2008 年 11
月 7日の）β契約はその売却額を 165万元と約定して
いるけれども，4人の被告が締結した（11月 6日の）
α契約はすでに家屋の売値はα契約を基準とすること
を約定している」からという理由をそのまま追認した
ということであろう。しかし，1審のその判断自体に
問題が残る以上，不可解さは氷解しない。
